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健全化判断比率等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成21年度
［A］

平成22年度
［B］

［B］-［A］

実質公債費比率 5.2% 4.6% ▲0.6％ 25.0%

将来負担比率 54.0% 58.6% 4.6% 350.0%

病院事業会計 ▲23.2％ ▲21.1％ 2.1% （経営健全化基準）

公共下水道事業特別会計 ▲7.7％ ▲6.0％ 1.7% 20.0%

※　黒字の比率及び超過の比率は負の数で表示しています。

厚木市の比率

早期健全化基準比率の種類

1.83%

資金不足比率

11.35%

16.35%
健
全
化
判
断
比
率

1.33%

▲2.75％

▲7.45％

実質赤字比率

連結実質赤字比率

▲4.58％

▲8.78％
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法律の概要 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき「健全化判断比率」（実質赤字比率、連結

実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの指標をいいます。）及び公営企業ごと

の「資金不足比率」を算定し、監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表することが義

務付けられました。 

平成 20年度以降の決算に基づく「健全化判断比率」のいずれかが早期健全化基準以上である

場合には、「財政健全化計画」を定め、さらに、財政再生基準を超えると「財政再生計画」を定

める必要があります。また、「資金不足比率」が経営健全化基準以上になった場合には、「経営健

全化計画」を定める必要があり、これらの計画に基づき財政の健全化を図ることとされています。 

 なお、健全化判断比率及び資金不足比率の対象とする会計等は、次のとおりです。 

 

 

一般会計 

 

特別会計 

公共用地取得事業特別会計 

 

 

普通会計 

 

 

 

老人保健医療特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

交通災害共済事業特別会計 

自動車駐車場事業特別会計 

 

 

 

 

 

うち 

公営企業会計 

病 院 事 業 会 計 

公共下水道事業特別会計 

 

 

 

公営事業会計 

 

 

  

 

一部事務組合・広域連合 

厚木愛甲環境施設組合 

神奈川県後期高齢者医療広域連合 

 

 

地方公社・第三セクター等 

厚木市土地開発公社 

 

 

 

実
質
赤
字
比
率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 

資
金
不
足
比
率 



 - 3 - 

健全化判断比率の概要 

１ 実質赤字比率 

一般会計に公共用地取得事業特別会計を加えた普通会計に相当する会計について、赤字の程

度を指標化したものです。 

歳入が歳出に不足して赤字が生じることは望ましいことではありません。赤字が生じた場合

は、歳出削減や歳入増加策などを講じて、早期に赤字を解消する必要があります。 

本市の比率は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

※標準財政規模 

その地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示します。な

お、この法律において算出される各比率の算出にもちいる標準財政規模には、臨時財政対策

債発行可能額（2,614,788千円）を含みます。 

※臨時財政対策債 

地方一般財源の不足に対処するため、特例的に発行できる地方債を示します。なお、それ

を発行できる額は、団体ごとに算定されています。 

 

２ 連結実質赤字比率 

一般会計、特別会計及び病院事業会計の赤字や黒字を合計し、市全体としての赤字の程度を

指標化したものです。 

連結の赤字が生じることは望ましいことではありません。赤字が生じた場合は、歳出削減や

歳入増加策などを講じて、早期に赤字を解消する必要があります。 

本市の比率は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

            一般会計等の実質赤字額（0千円） 
  実質赤字比率＝ 
（－％）       標準財政規模（44,424,610千円） 

 

赤字がないため、比率を表すことはできません。なお、黒字比率は2.75％です。 

早期健全化基準：11.35％ 財政再生基準：20.00％ 

              連結実質赤字額（0千円） 
  連結実質赤字比率＝ 
（－％）         標準財政規模（44,424,610千円） 

 

赤字がないため、比率を表すことはできません。なお、黒字比率は7.45％です。 

早期健全化基準：16.35％ 財政再生基準：35.00％ 
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３ 実質公債費比率 

市債の元金及び利子の償還金等と市税等の標準的な歳入を比較して、一般会計の資金繰りの

危険度を指標化したものです。 

この比率が高まるほど、財政の弾力性が低下することから、より多くの歳出削減などが必要

になります。 

本市の比率は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公債費 

市が借り入れた市債の元利償還金をいいます。 

※準元利償還金 

一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、市債の償還の財源に充てたと

認められるものをいいます。 

※特定財源 

使途が特定されているものをいい、この場合は市債の元利償還金等に充てられると考えられ

るものをいいます。 

※基準財政需要額 

普通交付税の算定の基礎となるもので、各団体が合理的、かつ、妥当な水準における行政を

行い、又は施設を維持するための財政需要を算出した額をいいます。 

 

 

 

           （市債の元利償還金＋準元利償還金）－ 
            （特定財源＋元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
             8,622,906千円 － 7,121,878千円 
  実質公債費比率＝ 
（3.79056％）   標準財政規模－ 

（元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
           44,424,610千円 － 4,825,538千円 

 

※ 算式の額は平成22年度の額です。 

上記により３箇年分を算出し、その平均値となります。 

■各年度の比率 

Ｈ20年度  6.11812％ 

Ｈ21年度  4.05619％   ３箇年平均 4.6％ 

Ｈ22年度  3.79056％ 

早期健全化基準：25.0％ 財政再生基準：35.0％ 
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４ 将来負担比率 

将来、財政を圧迫する可能性について指標化したもので、市債の現在高や債務負担を含め、

現時点で想定される将来の負担を指標化したものです。 

この比率が高まるほど、将来において支払う負担額が増え、今後の財政運営が圧迫されるこ

とから、より多くの歳出削減などが必要となります。 

本市の比率は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

※将来負担額 

本市の将来負担額の内訳は、地方債の現在高 52,766,049千円、債務負担行為に基づく支出

予定額 0千円、公営企業債等繰入見込額  15,808,946千円、退職手当負担見込額 14,663,574

千円となっています。 

※充当可能財源等 

将来の負担に対して充当が可能と考えられる財源であり、基金 7,795,630千円、特定歳入

（都市計画税や住宅使用料など）5,650,627千円及び基準財政需要額算入見込額 46,578,409

千円のことを言います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          将来負担額（83,238,569千円）－充当可能財源等（60,024,666千円） 
  将来負担比率＝ 

（58.6％）    標準財政規模（44,424,610千円） 
－元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（4,825,538千円） 

 

早期健全化基準：350.0％  財政再生基準：なし 
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資金不足比率の概要 

公営企業である病院事業会計及び公共下水道事業特別会計について、事業規模に対しての資金

不足を指標化したものです。 

この比率が高まるほど、公営企業の経営が厳しいものとなり、より多くの事業収入の確保など

が必要となります。 

本市の比率は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資金の不足額 

病院事業会計においては、流動負債等から流動資産等を差し引いた額であり、公共下水道事

業特別会計においては、歳出等から歳入等を差し引いた額になります。 

※事業の規模 

病院事業会計においては医業収益の額であり、公共下水道事業特別会計においては下水道使

用料などに相当する収入額となります。 

 病院事業会計 

 
          資金の不足額（0千円） 
  資金不足比率＝ 
（－％）      事業の規模（6,326,999千円） 

 

不足額がないため、比率を表すことはできません。なお、資金超過比率は21.1％です。 

 

公共下水道事業特別会計 

     
      資金の不足額（0千円） 

  資金不足比率＝ 
（－％）      事業の規模（3,637,990千円） 

 

不足額がないため、比率を表すことはできません。なお、資金超過比率は6.0％です。 

※経営健全化基準：20.0％ 
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実質公債費比率の内訳

（単位　千円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度

分　子（①＋②）-（③＋④） 2,840,621 2,016,460 1,501,028

①元利償還金 7,127,991 6,865,471 6,781,916

②準元利償還金 2,383,497 2,284,335 1,840,990

ア　積立不足額を考慮して算定した額 100,000 166,700 50,000

イ　満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還相当額 41,667 41,667 41,667

ウ　公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 2,241,830 2,075,730 1,743,302

エ　一部事務組合が借り入れた地方債の償還財源に充てた組合への負担金 0 0 0

オ　公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出額 0 0 0

カ　一時借入金の利子 0 238 6,021

③特定財源 1,883,623 2,343,591 2,296,340

④元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 4,787,244 4,789,755 4,825,538

分母⑤－④ 46,429,624 49,713,207 39,599,072

⑤標準財政規模 51,216,868 54,502,962 44,424,610

④元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 4,787,244 4,789,755 4,825,538

 

3.79056

算　定　の　内　訳

6.11812 4.05619実質公債費比率

分　子（①＋②）-（③＋④）

分  母⑤－④

平成22年度実質公債費比率（３ヶ年平均） 4.6%
　平成20年度実質公債費比率（3ヵ年平均）の算出の際は、
②アを計算に含みません。
【参考】平成20年度実質公債費比率（3ヵ年平均）5.7%

将来負担比率の内訳 

平成21年度 平成22年度
平成22年度
－平成21年度

分　子①－② 26,872,295 23,213,903 △ 3,658,392

①将来負担額 88,938,389 83,238,569 △ 5,699,820

ア　地方債の現在高 53,731,382 52,766,049 △ 965,333

イ　債務負担行為に基づく支出予定額 2,609,151 0 △ 2,609,151

ウ　公営企業債等繰入見込額 18,896,005 15,808,946 △ 3,087,059

エ　組合等負担等見込額 0 0 0

オ　退職手当負担見込額 13,701,851 14,663,574 961,723

カ　設立法人の負債等負担見込額 0 0 0

キ　連結実質赤字額 0 0 0

ク　組合等連結実質赤字額負担見込額 0 0 0

②充当可能財源等 62,066,094 60,024,666 △ 2,041,428

ケ　充当可能基金 8,544,294 7,795,630 △ 748,664

コ　充当可能特定歳入 5,707,914 5,650,627 △ 57,287

うち都市計画税 4,723,179 4,798,318 75,139

サ　基準財政需要額算入見込額 47,813,886 46,578,409 △ 1,235,477

分　母③－④ 49,713,207 39,599,072 △ 10,114,135

③標準財政規模 54,502,962 44,424,610 △ 10,078,352

④元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額 4,789,755 4,825,538 35,783

　　分　子①－②

　　分　母③－④
58.6% 4.6%

算　定　の　内　訳

将来負担比率 54.0%

 


